
担当係

　　　　町が直接実施 　　　共催

基本目標 3

政策 2

施策 ②

具体的な施策

対象
（誰を、何を）

手段・手法

内容

4 人日 126 4 人日

時間 0 時間

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

１．基本情報１．基本情報１．基本情報１．基本情報

イ ベ ン ト 事 業 等 の 振 り 返 り シ ー トイ ベ ン ト 事 業 等 の 振 り 返 り シ ー トイ ベ ン ト 事 業 等 の 振 り 返 り シ ー トイ ベ ン ト 事 業 等 の 振 り 返 り シ ー ト

実施方法

まちづくり推進総合
計画（基本計画）上

の位置づけ

豊かな心を育み文化を高めるまちづくり

生涯を学びゆとりを育む

自己実現をはかる社会教育の充実

めざす目的成果

式典の場を設けることで、20歳の節目を迎え大人となった自覚と責任を認識する機会とする

２．事業概要「ＰＬＡＮ（計画）」２．事業概要「ＰＬＡＮ（計画）」２．事業概要「ＰＬＡＮ（計画）」２．事業概要「ＰＬＡＮ（計画）」

　　　委託 　　　補助・助成 　　　事業協力 　　　その他（　　　　　　　　　　）

1111担当課 社会教育課 社会教育係 担当者 須田　圭一

事業名 はたちのつどい 事業開始年度

事
業
内
容

20歳を迎える町民

対象者に案内を行い、記念式典を開催する

記念式典及び記念品の贈呈、記念撮影の実施など

３．実施結果「ＤＯ（実施）」３．実施結果「ＤＯ（実施）」３．実施結果「ＤＯ（実施）」３．実施結果「ＤＯ（実施）」 7616761676167616 7980798079807980 7568756875687568

単位：千円 令和元年度（決算） 令和2年度（決算） 令和3年度（予算） 令和3年度事業費の内訳

コ
ス
ト

事
業
費

報償費 70 93 112 [報償費]
記念品費 112
[需用費]
消耗品費等 111
[役務費]
通信運搬費 14

需用費 94 88 111

役務費 11 7 14

事業費合計 175 188 237

0

人件費合計 126 132 127

総事業費 301 320 364

人
件
費

常勤職員（延） 132 4 人日 127

会計年度任用職員（延） 0 時間

令和3年度財源内訳の積算

財
源
内
訳

国道支出金

地方債

財源合計 301 320 364

R２年度
実施内容

はたちのつどい（R3.1.3開催）・・・参加者数：新成人55人、来賓12人

その他特定財源

一般財源 301 320 364

目標年度

※指標の内容と設定理由 Ｒ１（目標） Ｒ２（目標） Ｒ３（目標） 最終目標値

活動指標
※何をどのくらいやったかを
　把握するためのものさし

指標の説明
単位

Ｒ1実績 Ｒ２実績

年度－

年度－

目標年度

※指標の内容と設定理由 Ｒ１（目標） Ｒ２（目標） Ｒ３（目標） 最終目標値

成果指標
※どのような効果があったかを

　把握するためのものさし

指標の説明
単位

Ｒ１実績 Ｒ２実績

年度

－ －
参加人数（新成人）

参加人数が多いほど、より多く
の新成人に効果が波及すると
考えられる。

人
51 55 －

年度－

 



４.事業の分析「CHECK（評価）」４.事業の分析「CHECK（評価）」４.事業の分析「CHECK（評価）」４.事業の分析「CHECK（評価）」

【説明】※担当課としての判定理由を記入する。

５.今後の方向性「ACTION（改善・改革）」５.今後の方向性「ACTION（改善・改革）」５.今後の方向性「ACTION（改善・改革）」５.今後の方向性「ACTION（改善・改革）」

時期→

時期→

投入資源
の方向性

事業費

労働量

主
管
者
会
議
評
価 総合コメント

事業の方向性

検
討
基
準
の
項
目
チ
ェ
ッ

ク

※該当する項目は、すべてチェックすること。

政
策
プ
ロ
（

2
次
評
価
）

事業の方向性

投入資源
の方向性

事業費

労働量

今後の取組方針
(改善点・変更点)

イベント事業等
の見直しの余地
（1次評価）

判定

成人式に相当するイベントであり、行政が主体となって行うイベントである。

所期の事業(開催)目的を一部達成している。

類似する事業等がある。

類似目的の事業等がある。

民間主催で類似した事業等が開催されている。

行政が実施主体でなければならない。

行政が実施主体でなくてもよい。又は、民間等に任せた方が効率的でサービスの向上が見込める。

受け皿となり得る団体等がある。

行政の手から離れることで、自主的な民間活動の活性化が期待できる。

任意団体等の主催でありながら諸事情により事務等を町で行ってきたが、団体等が育成され、もはや単体で開催できる。

事業等の対象者が限定的になっている。

効果が不明となり、必要性が希薄となっている。

町が関与する理由が希薄である。

他のイベント事業等と比べて、人的・財政的な支援に厚遇（偏り）がみられ、公平な行政の観点から、不公平感がある。

移管又は撤退が可能だだが、補助金等を別途検討する必要がある。

その他（ ）

見直す余地がありすぐに実施 見直す余地あるが時間が必要 見直す余地がない

委託やボランティア団体等の活用などの事業手法の見直しの余地がある。

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫の余地がある。

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化する余地がある。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直す余地がある。

成果を高める工夫の余地がある。

その他（ ）

社会情勢の変化等により、所期の事業(開催)目的を達成している。

存続 縮小 統合 委託 移管 撤退 廃止

今年度中 来年度 別途判断

増額 現状のまま 減額

現状のまま 縮小拡大

存続 縮小 統合 委託 移管 撤退 廃止

今年度中 来年度 別途判断

増額 現状のまま 減額

現状のまま 縮小拡大


